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(57)【要約】
【課題】少なくとも１つの有機層をウエットプロセスで
形成することにより製造コストを低減しつつ、発光効率
を向上すると共に、長寿命化が可能な有機ＥＬ素子を提
供する。
【解決手段】画素電極（陽極）１３と、画素電極１３の
上方に配された有機発光層１７と、有機発光層１７上に
配され、第１の金属のフッ化物と第２の金属が混在され
て存在し、かつ前記第２の金属の一部が酸化されてなる
機能層１８と、機能層１８の上方に配された陰極とを備
え、第１の金属は、アルカリ金属またはアルカリ土類金
属であると共に、第２の金属は、希土類金属である。
【選択図】図９
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　陽極と、
　前記陽極の上方に配された有機発光層と、
　前記有機発光層上に配され、希土類金属と、他の材料とが混在されて存在し、かつ、前
記希土類金属の一部が酸化されてなる機能層と、
　前記機能層の上方に配された陰極と、
　を備えることを特徴とする有機ＥＬ素子。
【請求項２】
　前記他の材料は、アルカリ金属またはアルカリ土類金属から選択された金属のフッ化物
である
　ことを特徴とする請求項１に記載の有機ＥＬ素子。
【請求項３】
　前記アルカリ金属またはアルカリ土類金属から選択された金属のフッ化物と希土類金属
との総量に対する希土類金属の含有量は、７３ｗｔ％より多く、１００ｗｔ％未満である
　ことを特徴とする請求項２に記載の有機ＥＬ素子。
【請求項４】
　前記アルカリ金属またはアルカリ土類金属から選択された金属は、Ｎａであり、前記希
土類金属は、Ｙｂである
　ことを特徴とする請求項１から３までのいずれか１項に記載の有機ＥＬ素子。
【請求項５】
　前記機能層は、前記有機発光層に接して形成されている
　ことを特徴とする請求項１から４までのいずれか１項に記載の有機ＥＬ素子。
【請求項６】
　前記機能層と前記陰極との間に、前記機能層に接して無機酸化物を含む透明導電膜が形
成されている
　ことを特徴とする請求項１から５までのいずれか１項に記載の有機ＥＬ素子。
【請求項７】
　前記透明導電膜は、ＩＴＯ膜もしくはＩＺＯ膜である
　ことを特徴とする請求項６に記載の有機ＥＬ素子。
【請求項８】
　前記陽極は、光反射性を有すると共に、前記陰極は、半透過性を有する
　ことを特徴とする請求項６または７に記載の有機ＥＬ素子。
【請求項９】
　前記有機発光層で発光された光は、直接前記陰極から射出される第１光束と、前記陽極
と前記陰極間で反射した後、前記陰極から射出される第２光束とを含み、前記第１光束と
前記第２光束が共振するように、前記透明導電膜の膜厚が、当該発光する発光色の波長に
応じて設定されている
　ことを特徴とする請求項８に記載の有機ＥＬ素子。
【請求項１０】
　前記機能層と前記陰極との間に、電子輸送層が形成されている
　ことを特徴とする請求項１から９までのいずれか１項に記載の有機ＥＬ素子。
【請求項１１】
　前記他の材料は、有機材料である
　ことを特徴とする請求項１に記載の有機ＥＬ素子。
【請求項１２】
　前記他の材料は、酸化物である
　ことを特徴とする請求項１に記載の有機ＥＬ素子。
【請求項１３】
　前記陽極と前記陰極との間に、２つ以上の有機発光層が形成され、その各有機発光層間
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に電荷発生層が形成されると共に、少なくとも一つの有機発光層と前記電荷発生層との間
に前記電荷発生層に接して前記機能層が形成され、前記電荷発生層が金属酸化物からなる
　ことを特徴とする請求項１に記載の有機ＥＬ素子。
【請求項１４】
　前記金属酸化物は、Ｍｏの酸化物である
　ことを特徴とする請求項１３に記載の有機ＥＬ素子。
【請求項１５】
　基板上方に、請求項１から１５までのいずれか１項に記載の有機ＥＬ素子を複数、行列
状に配列し、少なくとも行方向に隣接する有機ＥＬ素子における有機発光層は、列方向に
延在する隔壁によって仕切られている
　ことを特徴とする有機ＥＬパネル。
【請求項１６】
　トップエミッション型である
　ことを特徴とする請求項１５に記載の有機ＥＬパネル。
【請求項１７】
　請求項１５または１６に記載の有機ＥＬパネルと、
　前記有機ＥＬパネルを駆動して画像を表示させる駆動部と
　を備えることを特徴とする有機ＥＬ表示装置。
【請求項１８】
　画像表示部として請求項１７に記載の有機ＥＬ表示装置を備えた
電子機器。
【請求項１９】
　陽極を形成する第１工程と、
　前記陽極の上方に有機発光層を形成する第２工程と、
　前記有機発光層上に、希土類金属と、他の材料とが混在されて存在し、かつ、前記希土
類金属の一部が酸化されてなる機能層を形成する第３工程と、
　前記機能層の上方に、陰極を形成する第４工程と、
　を含む
　ことを特徴とする有機ＥＬ素子の製造方法。
【請求項２０】
　前記他の材料は、アルカリ金属またはアルカリ土類金属から選択された金属のフッ化物
である
　ことを特徴とする請求項２０に記載の有機ＥＬ素子の製造方法。
【請求項２１】
　前記第３工程は、
　前記有機発光層上に、前記希土類金属と前記他の材料を共蒸着する蒸着工程と、
　前記共蒸着された希土類金属の一部を酸化させる酸化工程と
　を含むことを特徴とする請求項２０または２１に記載の有機ＥＬ素子の製造方法。
【請求項２２】
　前記第３工程と第４工程との間に、前記機能層上に、無機酸化物からなる透明導電膜を
形成する透明導電膜形成工程を含み、前記透明導電膜形成工程が、前記酸化工程を兼ねて
いる
　ことを特徴とする請求項２１に記載の有機ＥＬ素子の製造方法。
【請求項２３】
　前記透明導電膜形成工程は、スパッタリング法によって実施される
　ことを特徴とする請求項２２に記載の有機ＥＬ素子の製造方法。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、有機電界発光素子（以下「有機ＥＬ素子」と称する）、及びその製造方法、



(4) JP 2020-72188 A 2020.5.7

10

20

30

40

50

並びに当該有機ＥＬ素子を基板上に行列状に配した有機ＥＬパネル、当該有機ＥＬパネル
を画像表示部として用いた有機ＥＬ表示装置、電子機器に関する。
【背景技術】
【０００２】
　近年、発光型のディスプレイとして、基板上に行列方向に沿って有機ＥＬ素子を複数配
列した有機ＥＬパネルが、電子機器のディスプレイとして実用化されている。各有機ＥＬ
素子は、陽極と陰極の一対の電極対の間に有機発光材料を含む有機発光層が配設された基
本構造を有し、駆動時に一対の電極対間に電圧を印加し、陽極から有機発光層に注入され
る正孔と、陰極から有機発光層に注入される電子との再結合に伴って発生する電流駆動型
の発光素子である。
【０００３】
　このような有機ＥＬ素子にあっては、発光効率の向上と長寿命化が常に求められている
。
　有機発光層を構成する有機材料（特に、高分子有機材料）の最低空軌道（ＬＵＭＯ：Lo
west Unoccupied Molecular Orbital）のエネルギー準位は、多くの場合、陰極材料のフ
ェルミ準位との差が大きいため、陰極から有機発光層への電子の注入が円滑に行われず、
良好な発光効率を得るのが難しい。
【０００４】
　そのため、従来から、有機発光層に電子を供給するための機能層（電子注入層および／
または電子輸送層等）を有機発光層と陰極との間に設けるようにしている。
　この電子輸送層を有機材料で構成すると、陰極と有機発光層との間のエネルギー障壁を
十分には小さくすることができず、発光効率の向上は望めない。また、電子輸送層の層数
を増やして徐々にエネルギー障壁を小さくすることもできるが、この場合には、生産性が
悪く、製造コストも高くなる。
【０００５】
　そこで、Ｎａ、Ｃｓ、Ｂａなどの仕事関数の低い金属材料を有機材料中にドープして、
電子注入性を高める構成が提案されている。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００６】
【特許文献１】国際公開ＷＯ２０１５－１９４１８９号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００７】
　ところが、Ｎａ、Ｃｓ、Ｂａのようなアルカリ金属もしくはアルカリ土類金属（以下、
「アルカリ金属類」と総称する。）は、活性が大きく、有機発光層中の水分などと反応し
て特性が劣化し、短寿命となる傾向にある。
　そのため、特許文献１には、上記アルカリ金属類を含有する電子輸送層と有機発光層と
の間に、アルカリ金属のフッ化物からなる中間層を設けて有機発光層中の水分等が、電子
輸送層に浸透するのを防止する構成が開示されている。
【０００８】
　このように従来から、有機ＥＬ素子の発光効率の向上と長寿命化を両立するための試み
が数多くなされてきている。
　本開示は、上述のような背景に鑑みてなされたものであって、さらに良好な発光効率を
確保すると共に、長寿命化が可能な有機ＥＬ素子、及びその製造方法、並びに当該有機Ｅ
Ｌ素子を基板上に行列状に配した有機ＥＬパネル、当該有機ＥＬパネルを画像表示部とし
て用いた有機ＥＬ表示装置、電子機器を提供することを目的とする。
【課題を解決するための手段】
【０００９】
　本開示の一態様に係る有機ＥＬ素子は、陽極と、前記陽極の上方に配された有機発光層
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と、前記有機発光層上に配され、希土類金属と、他の材料とが混在されて存在し、かつ、
前記希土類金属の一部が酸化されてなる機能層と、前記機能層の上方に配された陰極と、
を備えることを特徴とする。
　また、本開示の別の態様に係る有機ＥＬパネルは、基板上方に、上記開示に係る有機Ｅ
Ｌ素子を複数、行列状に配列し、少なくとも行方向に隣接する有機ＥＬ素子における有機
発光層は、列方向に延在する隔壁によって仕切られていることを特徴とする。
【００１０】
　また、本開示の別の態様に係る有機ＥＬ表示装置は、上記の有機ＥＬパネルと、前記有
機ＥＬパネルを駆動して画像を表示させる駆動部とを備える。
　また、本開示の別の態様に係る電子機器は、画像表示部として上記の有機ＥＬ表示装置
を備える。
　さらに、本開示の別の態様に係る有機ＥＬ素子の製造方法は、陽極を形成する第１工程
と、前記陽極の上方に有機発光層を形成する第２工程と、前記有機発光層上に、希土類金
属と、他の材料とが混在されて存在し、かつ、前記希土類金属の一部が酸化されてなる機
能層を形成する第３工程と、前記機能層の上方に、陰極を形成する第４工程と、を含むこ
とを特徴とする。
【発明の効果】
【００１１】
　上記態様に係る有機ＥＬ素子および有機ＥＬ素子の製造方法によれば、さらに良好な発
光効率を確保すると共に、長寿命化が可能な有機ＥＬ素子や有機ＥＬパネル、有機ＥＬ表
示装置、電子機器を提供できる。
【図面の簡単な説明】
【００１２】
【図１】本開示の態様に係る有機ＥＬ表示装置の全体構成を示すブロック図である。
【図２】上記有有機ＥＬ表示装置における機ＥＬパネルの画像表示面の一部を拡大した模
式平面図である。
【図３】図２のＡ－Ａ線に沿った模式断面図である。
【図４】（ａ）～（ｅ）は、有機ＥＬ素子の製造過程を模式的に示す部分断面図である。
【図５】（ａ）～（ｄ）は、図４に続く有機ＥＬ素子の製造過程を模式的に示す部分断面
図である。
【図６】（ａ）、（ｂ）は、図５に続く有機ＥＬ素子の製造過程を模式的に示す部分断面
図である。
【図７】（ａ）～（ｄ）は、図６に続く有機ＥＬ素子の製造過程を模式的に示す部分断面
図である。
【図８】有機ＥＬ素子の製造工程を示すフローチャートである。
【図９】本開示の態様に係る有機ＥＬ素子の積層構造を模式的に示す図である。
【図１０】本開示の態様に係る有機ＥＬ素子の効果を検証するための透過率の比較実験の
結果を示すグラフである。
【図１１】本開示の態様に係る有機ＥＬ素子の効果を検証するための駆動電圧の比較実験
の結果を示すグラフである。
【図１２】本開示の態様に係る有機ＥＬ素子における機能層のＮａＦ：Ｙｂ層の望ましい
共蒸着比の範囲を求めるための実験の結果を示すグラフである。
【図１３】（ａ）は、透過率を評価する際の実験対象の構造を示し、（ｂ）は、駆動電圧
を評価する際の実験対象の構造を示す模式図である。
【図１４】本開示の態様に係る有機ＥＬ素子の発光効率とＮａＦ：Ｙｂ層の共蒸着比との
関係を示すグラフである。
【図１５】本開示の態様に係る有機ＥＬ素子の機能層（ＮａＦ：Ｙｂ層）の望ましい膜厚
を求めるための実験の結果を示すグラフである。
【図１６】光共振器構造を説明するための模式図である。
【図１７】本開示の別の態様に係るタンデム型の有機ＥＬ素子の積層構造を示す模式図で
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ある。
【図１８】機能層として、有機物とＹｂを共蒸着した場合の共蒸着比と透過率との関係を
示すグラフである。
【図１９】本開示の態様に係る有機ＥＬ表示装置を搭載した電子機器としてテレビ装置の
例を示す図である。
【発明を実施するための形態】
【００１３】
　≪本開示の一態様に至った経緯≫
　上述のように特許文献１には、陰極から有機発光層への電子の移動を容易にするために
、有機材料に低仕事関数のアルカリ金属類をドープした電子輸送層を形成して、これによ
り良好なキャリアバランスを維持して有機発光層における発光効率を良好にすると共に、
電子輸送層と有機発光層との間に、アルカリ金属のフッ化物からなる中間層を設けて、下
層の有機層からの水分によるアルカリ金属類の劣化を防止して、長寿命化を図る構成が開
示されている。
【００１４】
　ところが、近年では、生産性や材料の使用効率の観点から、できるだけウエットプロセ
ス（湿式法）により有機ＥＬ素子の各有機層を形成する傾向にあり、そうすると有機層内
に残留する水分の量も多くなるので、水分をブロックする役割を担う中間層の膜厚を大き
くする必要がある。中間層を形成するアルカリ金属のフッ化物は、還元によって部分的に
アルカリ金属（例えば、Ｎａ）に解離し、電子注入性を得ることができる。一般的に、こ
のような還元作用は、中間層の上層に他のアルカリ金属類で還元性の強い材料を積層する
ことで発現するが、中間層の膜厚を大きくすると、上層の還元作用が中間層の特に下層部
で小さくなるため、駆動電圧が高くなり、発光効率の向上の目的が十分達成できない。
【００１５】
　また、特許文献１のように中間層の上層に有機材料中にアルカリ金属類をドープした材
料を積層する場合にはアルカリ金属類のみの積層よりも還元性が低下する為に、中間層の
膜厚を大きくすると、駆動電圧の増加が一層大きくなり、発光効率の向上の目的が十分達
成できないことがある。
　一方、陰極の上方には、通常、封止層が形成されるが、それでも水分が電子輸送層への
上層から電子輸送層内に浸入するおそれが皆無であるとは言い切れない。
【００１６】
　そこで、本願の発明者は、電子輸送層におけるアルカリ金属類の代わりに、希土類金属
を使用することに思い至った。希土類金属は、アルカリ金属類と同程度に仕事関数が低い
が、アルカリ金属類よりは水分との反応性が小さいので、長寿命化が期待できるからであ
る。
　また、発光効率を向上させるためには、まず、第１に、有機発光層で発光した光束がで
きるだけ多く、有機ＥＬ素子外に射出されるようにしなければならない。そのためには、
有機発光層から陰極に至るまでの各層の光透過率（以下、単に「透過率」という。）が高
いことが望ましい。
【００１７】
　第２に、駆動電圧（陰極と陽極に一定電流値を印加した時の電圧）ができるだけ低いこ
とが望ましい。発光効率は、供給した単位電力当りの発光量と定義できるからである。
　上記の方針に基づき、本願発明者は、ウエットプロセスを採用して低コスト化を図りつ
つ、発光効率を向上し、かつ長寿命化が可能な構成を求めて鋭意研究した結果、本開示の
一態様に至ったものである。
【００１８】
　≪本開示の一態様の概要≫
　本開示の一態様に係る有機ＥＬ素子は、陽極と、前記陽極の上方に配された有機発光層
と、前記有機発光層上に配され、希土類金属と、他の材料とが混在されて存在し、かつ、
前記希土類金属の一部が酸化されてなる機能層と、前記機能層の上方に配された陰極と、
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を備える。
【００１９】
　係る態様により、良好な発光効率を確保すると共に、長寿命化が可能な有機ＥＬ素子を
提供できる。
　ここで、前記他の材料は、アルカリ金属またはアルカリ土類金属から選択された金属の
フッ化物であることが望ましい。
　また、本開示の別の態様に係る有機ＥＬ素子は、前記アルカリ金属またはアルカリ土類
金属から選択された金属のフッ化物と希土類金属との総量に対する希土類金属の含有量は
、７３ｗｔ％より多く、１００ｗｔ％未満である。
【００２０】
　係る態様により、金属のフッ化物を希土類金属で部分的に還元させることで効率的に機
能層の透明率の向上を確保しつつ、駆動電圧を低減することができる。
　また、本開示の別の態様に係る有機ＥＬ素子は、前記アルカリ金属またはアルカリ土類
金属から選択された金属は、Ｎａであり、前記希土類金属は、Ｙｂである。
　このような金属の選択により、より発光効率の向上が望める。
【００２１】
　また、前記機能層は、前記有機発光層に接して形成されているのが望ましい。
　これにより、有機発光層からの水分の浸入を防止すると共に、陰極から有機発光層への
電子注入を確実に行える。
　また、本開示の別の態様に係る有機ＥＬ素子は、前記機能層と前記陰極との間に、前記
機能層に接して無機酸化物を含む透明導電膜が形成されている。
【００２２】
　係る態様により、光共振器構造のための膜厚の調整が容易になると共に、製造工程で機
能層における第２の金属を酸化することになるので工数が削減できてコスト低減に繋がる
。
　また、本開示の別の態様に係る有機ＥＬ素子は、前記透明導電膜は、ＩＴＯ膜もしくは
ＩＺＯ膜である。
【００２３】
　ＩＴＯ膜もしくはＩＺＯ膜は透明性と導電性に優れ、発光効率の向上に貢献する。
　また、本開示の別の態様に係る有機ＥＬ素子は、前記陽極は、光反射性を有すると共に
、前記陰極は、半透過性を有する。
　ここで、前記有機発光層で発光された光は、直接前記陰極から射出される第１光束と、
前記陽極と前記陰極間で反射した後、前記陰極から射出される第２光束とを含み、前記第
１光束と前記第２光束が共振するように、前記透明導電膜の膜厚が、当該発光する発光色
の波長に応じて設定されている。
【００２４】
　これにより、高次の光共振器構造の構築が可能になり発光効率がさらに向上する。
　また、前記機能層と前記陰極との間に、電子輸送層が形成されているとしてもよい。
　これにより、陰極から有機発光層への電子注入・輸送性をより増すますことができる。
　また、前記他の材料を、有機材料としてもよい。
　これにより、材料の選択の自由度が増し、設計の多様性が期待できる。
【００２５】
　また、前記他の材料を、酸化物としてもよい。
　これにより、酸化物を希土類金属と混在させて機能層を形成する際に、同時に一部の希
土類金属を酸化が可能となり生産性が増す。
　また、本開示の別の態様に係る有機ＥＬ素子は、前記陽極と前記陰極との間に、２つ以
上の有機発光層が形成され、その各有機発光層間に電荷発生層が形成されると共に、少な
くとも一つの有機発光層と前記電荷発生層との間に前記電荷発生層に接して前記機能層が
形成され、前記電荷発生層が金属酸化物からなる。
【００２６】
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　これにより、有機ＥＬ素子をタンデム型の構成とした場合において、さらに発光効率を
増すことができる。
　ここで、前記金属酸化物は、Ｍｏの酸化物であるとしてもよい。
　また、本開示の別の態様に係る有機ＥＬパネルは、基板上方に、上記の有機ＥＬ素子を
複数、行列状に配列し、少なくとも行方向に隣接する有機ＥＬ素子における有機発光層は
、列方向に延在する隔壁によって仕切られている。
【００２７】
　これにより、発光効率に優れ、長寿命化が可能な有機ＥＬパネルを提供することができ
る。
　また、本開示の別の態様に係る有機ＥＬパネルは、トップエミッション型である。
　トップエミッション型の有機ＥＬパネルでは、光を射出する方向に、ＴＦＴなどからな
る駆動回路が配されていないので、各有機ＥＬ素子の開口率を大きくでき、発光効率に優
れる。
【００２８】
　また、本開示の別の態様に係る有機ＥＬ表示装置は、上記態様に係る有機ＥＬパネルと
、前記有機ＥＬパネルを駆動して画像を表示させる駆動部とを備える。
　また、本開示の別の態様に係る電子機器は、上記態様において、画像表示部として上記
有機ＥＬ表示装置を備える。
　係る有機ＥＬ表示装置および電子機器は、表示パネルの発光効率に優れ、寿命も長くす
ることができる。
【００２９】
　また、本開示の別態様に係る有機ＥＬパネルの製造方法は、陽極を形成する第１工程と
、前記陽極の上方に有機発光層を形成する第２工程と、前記有機発光層上に、希土類金属
と、他の材料とが混在されて存在し、かつ、前記希土類金属の一部が酸化されてなる機能
層を形成する第３工程と、前記機能層の上方に、陰極を形成する第４工程と、を含む。
　係る態様により、上述のように発光効率に優れた良質な画像を表示できる有機ＥＬ素子
の製造が可能となる。
【００３０】
　ここで、前記他の材料は、アルカリ金属またはアルカリ土類金属から選択された金属の
フッ化物である。
　また、前記第３工程は、前記有機発光層上に、前記希土類金属と前記他の材料を共蒸着
する蒸着工程と、前記共蒸着された希土類金属の一部を酸化させる酸化工程とを含む。
　これにより機能層の透明率を向上させることができる。
【００３１】
　本開示の別態様に係る有機ＥＬパネルの製造方法は、前記第３工程と第４工程との間に
、前記機能層上に、無機酸化物からなる透明導電膜を形成する透明導電膜形成工程を含み
、前記透明導電膜形成工程が、前記酸化工程を兼ねている。
　これにより製造コストが低減化される。
　また、本開示の別態様に係る有機ＥＬパネルの製造方法は、前記透明導電膜形成工程は
、スパッタリング法によって実施される。
【００３２】
　これにより、機能層における希土類金属の酸化を効率的に行える。
　なお、上記各開示の態様において「上」とは、絶対的な空間認識における上方向（鉛直
上方）を指すものではなく、有機ＥＬ素子の積層構造における積層順を基に、相対的な位
置関係により規定されるものである。具体的には、有機ＥＬ素子において、基板の主面に
垂直な方向であって、基板から積層物側に向かう側を上方向とする。また、例えば「基板
上」と表現した場合は、基板に直接接する領域のみを指すのではなく、積層物を介した基
板の上方の領域も含めるものとする。また、例えば「基板の上方」と表現した場合、基板
と間隔を空けた上方領域のみを指すのではなく、基板上の領域も含めるものとする。
【００３３】
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　≪実施の形態≫
　以下、本開示の一態様に係る有機ＥＬ素子および有機ＥＬパネル、有機ＥＬ表示装置に
ついて、図面を参照しながら説明する。なお、図面は、模式的なものを含んでおり、各部
材の縮尺や縦横の比率などが実際とは異なる場合がある。
　１．有機ＥＬ表示装置１の全体構成
　図１は、有機ＥＬ表示装置１の全体構成を示すブロック図である。有機ＥＬ表示装置１
は、例えば、テレビ、パーソナルコンピュータ、携帯端末、業務用ディスプレイ（電子看
板、商業施設用大型スクリーン）などに用いられる表示装置である。
【００３４】
　有機ＥＬ表示装置１は、有機ＥＬパネル１０と、これに電気的に接続された駆動制御部
２００とを備える。
　有機ＥＬパネル１０は、本実施の形態では、上面が長方形状の画像表示面であるトップ
エミッション型の表示パネルである。有機ＥＬパネル１０では、画像表示面に沿って複数
の有機ＥＬ素子（不図示）が配列され、各有機ＥＬ素子の発光を組み合わせて画像を表示
する。なお、有機ＥＬパネル１０は、一例として、アクティブマトリクス方式を採用して
いる。
【００３５】
　駆動制御部２００は、有機ＥＬパネル１０に接続された駆動回路２１０と、計算機など
の外部装置又はアンテナなどの受信装置に接続された制御回路２２０とを有する。駆動回
路２１０は、各有機ＥＬ素子に電力を供給する電源回路、各有機ＥＬ素子への供給電力を
制御する電圧信号を印加する信号回路、一定の間隔ごとに電圧信号を印加する箇所を切り
替える走査回路などを有する。
【００３６】
　制御回路２２０は、外部装置や受信装置から入力された画像情報を含むデータに応じて
、駆動回路２１０の動作を制御する。
　なお、図１では、一例として、駆動回路２１０が有機ＥＬパネル１０の周囲に４つ配置
されているが、駆動制御部２００の構成はこれに限定されるものではなく、駆動回路２１
０の数や位置は適宜変更可能である。また、以下では説明のため、図１に示すように、有
機ＥＬパネル１０上面の長辺に沿った方向をＸ方向、有機ＥＬパネル１０上面の短辺に沿
った方向をＹ方向とする。
【００３７】
　２．有機ＥＬパネル１０の構成
　（Ａ）平面構成
　図２は、有機ＥＬパネル１０の画像表示面の一部を拡大した模式平面図である。有機Ｅ
Ｌパネル１０では、一例として、Ｒ（赤色）、Ｇ（緑色）、Ｂ（青色）（以下、単にＲ、
Ｇ、Ｂともいう。）にそれぞれ発光する副画素１００Ｒ、１００Ｇ、１００Ｂが行列状に
配列されている。副画素１００Ｒ、１００Ｇ、１００Ｂは、Ｘ方向に交互に並び、Ｘ方向
に並ぶ一組の副画素１００Ｒ、１００Ｇ、１００Ｂが、一つの画素Ｐを構成している。画
素Ｐでは、階調制御された副画素１００Ｒ、１００Ｇ、１００Ｂの発光輝度を組み合わせ
ることにより、フルカラーを表現することが可能である。
【００３８】
　また、Ｙ方向においては、副画素１００Ｒ、副画素１００Ｇ、副画素１００Ｂのいずれ
かのみが並ぶことでそれぞれ副画素列ＣＲ、副画素列ＣＧ、副画素列ＣＢが構成されてい
る。これにより、有機ＥＬパネル１０全体として画素Ｐが、Ｘ方向及びＹ方向に沿った行
列状に並び、この行列状に並ぶ画素Ｐの発色を組み合わせることにより、画像表示面に画
像が表示される。
【００３９】
　副画素１００Ｒ、１００Ｇ、１００Ｂには、それぞれＲ、Ｇ、Ｂの色に発光する有機Ｅ
Ｌ素子２（Ｒ）、２（Ｇ）、２（Ｂ）（図３参照）が配置されている。
　また、本実施の形態に係る有機ＥＬパネル１０では、いわゆるラインバンク方式を採用
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している。すなわち、副画素列ＣＲ、ＣＧ、ＣＢを１列ごとに仕切る隔壁（バンク）１４
がＸ方向に間隔をおいて複数配置され、各副画素列ＣＲ、ＣＧ、ＣＢでは、副画素１００
Ｒ、１００Ｇ、１００Ｂが、有機発光層を共有している。
【００４０】
　ただし、各副画素列ＣＲ、ＣＧ、ＣＢでは、副画素１００Ｒ、１００Ｇ、１００Ｂ同士
を絶縁する画素規制層１４１がＹ方向に間隔をおいて複数配置され、各副画素１００Ｒ、
１００Ｇ、１００Ｂは、独立して発光することができるようになっている。
　なお、画素規制層１４１の高さは、有機発光層のインク塗布時における液面の高さより
も低い。図２では、隔壁１４及び画素規制層１４１は点線で表されているが、これは、画
素規制層１４１及び隔壁１４が、画像表示面の表面に露出しておらず、画像表示面の内部
に配置されているからである。
【００４１】
　（Ｂ）断面構成
　図３は、図２のＡ－Ａ線に沿った模式断面図である。
　有機ＥＬパネル１０において、一つの画素は、Ｒ、Ｇ、Ｂをそれぞれ発光する３つの副
画素からなり、各副画素は、対応する色を発光する有機ＥＬ素子２（Ｒ）、２（Ｇ）、２
（Ｂ）で構成される。
【００４２】
　各発光色の有機ＥＬ素子２（Ｒ）、２（Ｇ）、２（Ｂ）は、基本的には、ほぼ同様の構
成を有するので、区別しないときは、有機ＥＬ素子２として説明する。
　図３に示すように、有機ＥＬ素子２は、基板１１、層間絶縁層１２、画素電極（陽極）
１３、隔壁１４、正孔注入層１５、正孔輸送層１６、有機発光層１７、機能層１８、ＩＺ
Ｏ膜１９、対向電極（陰極）２０、および、封止層２１とからなる。
【００４３】
　基板１１、層間絶縁層１２、機能層１８、ＩＺＯ膜１９、対向電極２０、および、封止
層２１は、画素ごとに形成されているのではなく、有機ＥＬパネル１０が備える複数の有
機ＥＬ素子２に共通して形成されている。
　（１）基板
　基板１１は、絶縁材料である基材１１１と、ＴＦＴ（Ｔｈｉｎ　Ｆｉｌｍ　Ｔｒａｎｓ
ｉｓｔｏｒ）層１１２とを含む。ＴＦＴ層１１２には、副画素ごとに駆動回路が形成され
ている。基材１１１は、例えば、ガラス基板、石英基板、シリコン基板、硫化モリブデン
、銅、亜鉛、アルミニウム、ステンレス、マグネシウム、鉄、ニッケル、金、銀などの金
属基板、ガリウム砒素などの半導体基板、プラスチック基板等を採用することができる。
【００４４】
　プラスチック材料としては、熱可塑性樹脂、熱硬化樹脂いずれの樹脂を用いてもよい。
例えば、ポリエチレン、ポリプロピレン、ポリアミド、ポリイミド（ＰＩ）、ポリカーボ
ネート、アクリル系樹脂、ポリエチレンテレフタレート（ＰＥＴ）、ポリブチレンテレフ
タレート、ポリアセタール、その他フッ素系樹脂、スチレン系、ポリオレフィン系、ポリ
塩化ビニル系、ポリウレタン系、フッ素ゴム系、塩素化ポリエチレン系等の各種熱可塑性
エラストマー、エポキシ樹脂、不飽和ポリエステル、シリコーン樹脂、ポリウレタン等、
またはこれらを主とする共重合体、ブレンド体、ポリマーアロイ等が挙げられ、これらの
うち１種、または２種以上を積層した積層体を用いることができる。
【００４５】
　（２）層間絶縁層
　層間絶縁層１２は、基板１１上に形成されている。層間絶縁層１２は、樹脂材料からな
り、ＴＦＴ層１１２の上面の段差を平坦化するためのものである。樹脂材料としては、例
えば、ポジ型の感光性材料が挙げられる。また、このような感光性材料として、アクリル
系樹脂、ポリイミド系樹脂、シロキサン系樹脂、フェノール系樹脂が挙げられる。また、
図３の断面図には示されていないが、層間絶縁層１２には、副画素ごとにコンタクトホー
ルが形成されている。
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【００４６】
　（３）画素電極
　画素電極１３は、光反射性の金属材料からなる金属層を含み、層間絶縁層１２上に形成
されている。画素電極１３は、副画素ごとに設けられ、コンタクトホール（不図示）を通
じてＴＦＴ層１１２と電気的に接続されている。
　本実施の形態においては、画素電極１３は、陽極として機能する。
【００４７】
　光反射性を具備する金属材料の具体例としては、Ａｇ（銀）、Ａｌ（アルミニウム）、
アルミニウム合金、Ｍｏ（モリブデン）、ＡＰＣ（銀、パラジウム、銅の合金）、ＡＲＡ
（銀、ルビジウム、金の合金）、ＭｏＣｒ（モリブデンとクロムの合金）、ＭｏＷ（モリ
ブデンとタングステンの合金）、ＮｉＣｒ（ニッケルとクロムの合金）などが挙げられる
。
【００４８】
　画素電極１３は、金属層単独で構成してもよいが、金属層の上に、ＩＴＯ（酸化インジ
ウム錫）やＩＺＯ（酸化インジウム亜鉛）のような金属酸化物からなる層を積層した積層
構造としてもよい。
　（４）隔壁・画素規制層
　隔壁１４は、基板１１の上方に副画素ごとに配置された複数の画素電極１３を、Ｘ方向
（図２参照）において列毎に仕切るものであって、Ｘ方向に並ぶ副画素列ＣＲ、ＣＧ、Ｃ
Ｂの間においてＹ方向に延伸するラインバンク形状である。
【００４９】
　この隔壁１４には、電気絶縁性材料が用いられる。電気絶縁性材料の具体例として、例
えば、絶縁性の有機材料（例えば、アクリル系樹脂、ポリイミド系樹脂、ノボラック樹脂
、フェノール樹脂等）が用いられる。
　隔壁１４は、有機発光層１７を塗布法で形成する場合に塗布された各色のインクが溢れ
て混色しないようにするための構造物として機能する。
【００５０】
　なお、樹脂材料を用いる際は、加工性の点から感光性を有することが好ましい。当該感
光性は、ポジ型、ネガ型のいずれであってもよい。
　隔壁１４は、有機溶媒や熱に対する耐性を有することが好ましい。また、インクの流出
を抑制するために、隔壁１４の表面は所定の撥液性を有することが好ましい。
　画素電極１３が形成されていない部分において、隔壁１４の底面が層間絶縁層１２の上
面と接している。
【００５１】
　画素規制層１４１は、電気絶縁性材料からなり、各副画素列においてＹ方向（図２）に
隣接する画素電極１３の端部を覆い、当該Ｙ方向に隣接する画素電極１３同士を仕切って
いる。
　画素規制層１４１の膜厚は、画素電極１３の膜厚よりも若干大きいが、有機発光層１７
の上面までの厚みよりも小さくなるように設定されている。これにより、各副画素列ＣＲ
、ＣＧ、ＣＢにおける有機発光層１７は、画素規制層１４１によっては仕切られず、有機
発光層１７を形成する際のインクの流動が妨げられない。そのため、各副画素列における
有機発光層１７の厚みを均一に揃えることを容易にする。
【００５２】
　画素規制層１４１は、上記構造により、Ｙ方向に隣接する画素電極１３の電気絶縁性を
向上しつつ、各副画素列ＣＲ、ＣＧ、ＣＢにおける有機発光層１７の段切れ抑制、画素電
極１３と対向電極２０との間の電気絶縁性の向上などの役割を有する。
　画素規制層１４１に用いられる電気絶縁性材料の具体例としては、上記隔壁１４の材料
として例示した樹脂材料や無機材料などが挙げられる。また、上層となる有機発光層１７
を形成する際、インクが濡れ広がりやすいように、画素規制層１４１の表面はインクに対
する親液性を有することが好ましい。
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【００５３】
　（５）正孔注入層
　正孔注入層１５は、画素電極１３から有機発光層１７への正孔の注入を促進させる目的
で、画素電極１３上に設けられている。正孔注入層１５は、例えば、Ａｇ（銀）、Ｍｏ（
モリブデン）、Ｃｒ（クロム）、Ｖ（バナジウム）、Ｗ（タングステン）、Ｎｉ（ニッケ
ル）、Ｉｒ（イリジウム）などの酸化物、あるいは、ＰＥＤＯＴ（ポリチオフェンとポリ
スチレンスルホン酸との混合物）などの導電性ポリマー材料からなる層である。例えばス
パッタプロセスやウエットプロセスにより形成しても良い。また、例えば、Ａｇ（銀）、
Ｍｏ（モリブデン）、Ｃｒ（クロム）、Ｖ（バナジウム）、Ｗ（タングステン）、Ｎｉ（
ニッケル）、Ｉｒ（イリジウム）などの酸化物上にＰＥＤＯＴ（ポリチオフェンとポリス
チレンスルホン酸との混合物）などの導電性ポリマー材料を積層しても良い。
【００５４】
　上記のうち、酸化金属からなる正孔注入層１５は、正孔を安定的に、または、正孔の生
成を補助して、有機発光層１７に対し正孔を注入する機能を有し、大きな仕事関数を有す
る。
　（６）正孔輸送層
　正孔輸送層１６は、正孔注入層１５から注入された正孔を有機発光層１７へ輸送する機
能を有する。正孔輸送層１６は、例えば、ポリフルオレンやその誘導体、あるいは、ポリ
アリールアミンやその誘導体などの高分子化合物であって、親水基を備えないものなどを
用いてウエットプロセスにより形成される。
【００５５】
　（７）有機発光層
　有機発光層１７は、開口部１４ａ内に形成されており、正孔と電子の再結合により、Ｒ
、Ｇ、Ｂの各色の光を発光する機能を有する。なお、特に、発光色を特定して説明する必
要があるときには、有機発光層１７（Ｒ）、１７（Ｇ）、１７（Ｂ）と記す。
　有機発光層１７の材料としては、公知の材料を利用することができる。具体的には、例
えば、オキシノイド化合物、ペリレン化合物、クマリン化合物、アザクマリン化合物、オ
キサゾール化合物、オキサジアゾール化合物、ペリノン化合物、ピロロピロール化合物、
ナフタレン化合物、アントラセン化合物、フルオレン化合物、フルオランテン化合物、テ
トラセン化合物、ピレン化合物、コロネン化合物、キノロン化合物及びアザキノロン化合
物、ピラゾリン誘導体及びピラゾロン誘導体、ローダミン化合物、クリセン化合物、フェ
ナントレン化合物、シクロペンタジエン化合物、スチルベン化合物、ジフェニルキノン化
合物、スチリル化合物、ブタジエン化合物、ジシアノメチレンピラン化合物、ジシアノメ
チレンチオピラン化合物、フルオレセイン化合物、ピリリウム化合物、チアピリリウム化
合物、セレナピリリウム化合物、テルロピリリウム化合物、芳香族アルダジエン化合物、
オリゴフェニレン化合物、チオキサンテン化合物、シアニン化合物、アクリジン化合物、
８－ヒドロキシキノリン化合物の金属錯体、２－ビピリジン化合物の金属錯体、シッフ塩
とＩＩＩ族金属との錯体、オキシン金属錯体、希土類錯体などの蛍光物質で形成されるこ
とが好ましい。
【００５６】
　（８）機能層
　機能層１８は、対向電極２０から供給される電子を有機発光層１７側へと注入・輸送す
る機能を有する。
　機能層１８は、アルカリ金属類のフッ化物と、希土類金属の混合物からなり、一部の希
土類金属が酸化された状態で存在する。
【００５７】
　アルカリ金属類のフッ化物は、水分の透過性が低く防水性を有する。また、希土類金属
は、低仕事関数の金属であり電子注入性に優れると共に水分との反応性が低く、さらには
、その酸化物は透明性が高いという特性を有する。
　したがって、それらの混合物からなる機能層１８は、防水性を有すると共に、良好な電
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子注入性と透明性を併せて有することになり、その結果、発光効率の大幅な向上が望める
。
【００５８】
　また、希土類金属のうちでもＹｂなどの還元性が強い金属は、アルカリ金属類のフッ化
物を還元してアルカリ金属類を解離させる効果があり、これにより電子輸送性がさらに向
上するという効果が得られる。
　本実施の形態では、アルカリ金属類のフッ化物として、ＮａＦ（フッ化ナトリウム）、
希土類金属としてＹｂ（イッテルビウム）を採用している。
【００５９】
　（９）ＩＺＯ膜
　ＩＺＯ膜１９は、透明導電膜であって、対向電極２０と合わせて２層構造の陰極として
作用すると共に、その形成時において、上記機能層１８におけるＹｂの一部を酸化する役
目を担っている。
　なお、ＩＺＯ膜は光透過性に優れているので、その膜厚を調整することにより、有機発
光層１７から対向電極２０までの距離を調整して、高次の光共振器の構築に寄与すること
も可能である。詳しくは後述する。
【００６０】
　（１０）対向電極
　対向電極２０は、ＩＺＯ膜１９上に形成され、陰極として機能する。
　本実施の形態に係る有機ＥＬパネル１０は、トップエミッション型であるため、対向電
極２０は、光透過性と導電性を兼ね備える必要がある。本実施の形態では、光共振器構造
をより効果的に得るために、対向電極２０の材料として、銀、銀合金、アルミニウム、ア
ルミニウム合金等の金属薄膜を用いる。膜厚は、５ｎｍ～５０ｎｍが望ましい。
【００６１】
　（１１）封止層
　封止層２１は、正孔輸送層１６、有機発光層１７、ＩＺＯ膜１９などの有機層が水分に
晒されたり、空気に晒されたりして劣化するのを防止するために設けられるものである。
　封止層２１は、例えば、窒化シリコン（ＳｉＮ）、酸窒化シリコン（ＳｉＯＮ）などの
透光性材料を用いて形成される。
【００６２】
　（１２）その他
　図３には示されてないが、封止層２１上に透明な接着剤を介して防眩用の偏光板や上部
基板を貼り合せてもよい。また、各有機ＥＬ素子２により発光される光の色度を補正する
ためのカラーフィルターを貼り合わせてもよい。これらにより、正孔輸送層１６、有機発
光層１７、機能層１８などを外部の水分および空気などからさらに保護できる。
【００６３】
　３．有機ＥＬパネル１０の製造方法
　以下、有機ＥＬパネル１０の製造方法について、図面を用いて説明する。
　図４（ａ）～（ｆ）、図５（ａ）～（ｄ）および図７（ａ）～（ｄ）は、有機ＥＬパネ
ル１０の製造における各工程での状態を示す模式断面図である。また、図８は、有機ＥＬ
パネル１０の製造工程を示すフローチャートである。
【００６４】
　（１）基板準備工程
　まず、図４（ａ）に示すように、基材１１１上にＴＦＴ層１１２を成膜して基板１１を
準備する（図８のステップＳ１）。ＴＦＴ層１１２は、公知のＴＦＴの製造方法により成
膜することができる。
　（２）層間絶縁層形成工程
　次に、図４（ｂ）に示すように、基板１１上に、層間絶縁層１２を形成する（図８のス
テップＳ２）。
【００６５】
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　具体的には、一定の流動性を有する樹脂材料を、例えば、ダイコート法により、基板１
１の上面に沿って、ＴＦＴ層１１２による基板１１上の凹凸を埋めるように塗布する。こ
れにより、層間絶縁層１２の上面は、基材１１１の上面に沿って平坦化した形状となる。
　また、層間絶縁層１２における、ＴＦＴ素子の例えばソース電極上の個所にドライエッ
チング法を行い、コンタクトホール（不図示）を形成する。コンタクトホールは、その底
部にソース電極の表面が露出するようにパターニングなどを用いて形成される。
【００６６】
　次に、コンタクトホールの内壁に沿って接続電極層を形成する。接続電極層の上部は、
その一部が層間絶縁層１２上に配される。接続電極層の形成は、例えば、スパッタリング
法を用いることができ、金属膜を成膜した後、フォトリソグラフィ法およびウエットエッ
チング法を用いてパターニングすればよい。
　（３）画素電極・正孔注入層の形成工程
　次に、図４（ｃ）に示すように、層間絶縁層１２上に画素電極材料層１３０を形成する
。画素電極材料層１３０は、例えば、真空蒸着法、スパッタリング法などを用いて形成す
ることができる。
【００６７】
　さらに、画素電極材料層１３０上に正孔注入材料層１５０を形成する（図４（ｄ））。
正孔注入材料層１５０は、例えば、反応性スパッタ法などを用いて形成することができる
。
　そして、図４（ｅ）に示すように、画素電極材料層１３０と正孔注入材料層１５０とを
エッチングによりパターニングして、副画素ごとに区画された複数の画素電極１３と正孔
注入層１５とを形成する（図８のステップＳ３）。
【００６８】
　なお、画素電極１３、正孔注入層１５の形成方法は上述の方法に限られず、例えば、画
素電極材料層１３０をパターニングして画素電極１３を形成してから、正孔注入層１５を
形成してもよい。
　また、隔壁１４を形成してから、正孔注入層１５をウエットプロセスによって形成する
ようにしてもよい。
【００６９】
　（４）隔壁・画素規制層形成工程
　次に、隔壁１４および画素規制層１４１を形成する（図８のステップＳ４）。
　本実施の形態では、画素規制層１４１と隔壁１４を別工程で形成するようにしている。
　（４－１）画素規制層形成
　まず、Ｙ方向（図２）における画素電極列を副画素毎に仕切るため、Ｘ方向に伸びる画
素規制層１４１を形成する。
【００７０】
　図５（ａ）に示すように、画素電極１３、正孔注入層１５が形成された層間絶縁層１２
上に、画素規制層１４１の材料となる感光性の樹脂材料を一様に塗布して、形成すべき画
素規制層１４１の高さと等しい膜厚の画素規制層材料層１４１０を形成する。
　具体的な塗布方法として、例えばダイコート法やスリットコート法、スピンコート法な
どのウエットプロセスを用いることができる。塗布後には、例えば、真空乾燥及び６０℃
～１２０℃程度の低温加熱乾燥（プリベーク）などを行って不要な溶媒を除去するととも
に、画素規制層材料層１４１０を層間絶縁層１２に定着させることが好ましい。
【００７１】
　そして、フォトリソグラフィ法を用いて、画素規制層材料層１４１０をパターニングす
る。
　例えば、画素規制層材料層１４１０がポジ型の感光性を有する場合は、画素規制層１４
１として残す箇所を遮光し、除去する部分が透明なフォトマスク（不図示）を介して画素
規制層材料層１４１０を露光する。
【００７２】
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　次に、現像を行い、画素規制層材料層１４１０の露光領域を除去することにより、画素
規制層１４１を形成することができる。具体的な現像方法としては、例えば、基板１１全
体を、画素規制層材料層１４１０の露光により感光した部分を溶解させる有機溶媒やアル
カリ液などの現像液に浸した後、純水などのリンス液で基板１１を洗浄すればよい。
　その後、所定温度で焼成（ポストベーク）することにより、層間絶縁層１２上に、Ｘ方
向に延伸する画素規制層１４１を形成することができる（図５（ｂ））。
【００７３】
　（４－２）隔壁形成
　次に、Ｙ方向に伸びる隔壁１４を上記画素規制層１４１と同様にして形成する。
　すなわち、上記画素電極１３、正孔注入層１５、画素規制層１４１が形成された層間絶
縁層１２上に、隔壁用の樹脂材料を、ダイコート法などを用いて塗布して、形成すべき隔
壁１４の高さと等しい膜厚の隔壁材料層１４０を形成し（図５（ｃ））、フォトリソグラ
フィ法により隔壁材料層１４０にＹ方向に延在する隔壁１４をパターニングした後、所定
の温度で焼成して隔壁１４を形成する（図５（ｄ））。
【００７４】
　なお、上記では、画素規制層１４１と隔壁１４のそれぞれの材料層をウエットプロセス
で形成した後にパターニングするようにしたが、いずれか一方または双方の材料層をドラ
イプロセスで形成して、フォトリソグラフィ法とエッチング法により、パターニングする
ようにしてもよい。
　（５）正孔輸送層形成工程
　次に、図５（ｃ）に示すように、隔壁１４が規定する開口部１４ａに対し、正孔輸送層
１６の構成材料を含むインクを、印刷装置の塗布ヘッド３０１のノズル３０１１から吐出
して開口部１４ａ内の正孔注入層１５上に塗布する。この際、正孔輸送層１６のインクは
、画素電極列の上方においてＹ方向（図２）に沿って延伸するように塗布される。その後
、乾燥させて、正孔輸送層１６を形成する（図８のステップＳ５）。
【００７５】
　（６）有機発光層形成工程
　次に、上記正孔輸送層１６の上方に、有機発光層１７を形成する（図８のステップＳ６
）。
　具体的には、図８（ｄ）に示すように、各開口部１４ａに対応する発光色の発光材料を
含むインクを、印刷装置の塗布ヘッド３０１のノズル３０１１から順次吐出して開口部１
４ａ内の正孔輸送層１６上に塗布する。この際、インクを画素規制層１４１の上方におい
ても連続するように塗布する。これにより、Ｙ方向に沿ってインクが流動可能となり、イ
ンクの塗布むらを低減して、同一の副画素列における有機発光層１７の膜厚を均一化する
ことが可能となる。
【００７６】
　そして、インク塗布後の基板１１を真空乾燥室内に搬入して真空環境下で加熱すること
により、インク中の有機溶媒を蒸発させる。これにより、有機発光層１７を形成できる。
　（７）機能層形成工程（機能層前駆体形成工程）
　次に、図７（ａ）に示すように、有機発光層１７および隔壁１４上に、機能層前駆体１
８１を形成する（図８のステップＳ７）。機能層前駆体１８１は、一定の割合のＮａＦと
Ｙｂを共蒸着法により成膜することにより形成される。
【００７７】
　（８）ＩＺＯ膜形成工程
　次に、機能層前駆体１８１上にＩＺＯ膜１９を形成する（図７（ｂ）、図８のステップ
Ｓ８）。ＩＺＯ膜１９は、ＩＺＯをスパッタリングすることにより形成される。
　なお、このスパッタリングの実施の際にＩＺＯの微粒子が機能層前駆体１８１の表面か
ら侵食し、これにより機能層前駆体１８１中のＩＺＯ膜１９側の一部のＹｂが一定の厚み
で層状に酸化して最終的に機能層１８が完成する。
【００７８】
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　なお、ＩＺＯ膜１９の膜厚は、１５ｎｍ以上が望ましく、後述の光共振器構造を構築す
る場合には４０ｎｍ以上が望ましい。
　（９）対向電極形成工程
　次に、図７（ｃ）に示すように、ＩＺＯ膜１９上に、対向電極２０を形成する（図８の
ステップＳ９）。本実施の形態では、対向電極２０は、銀、アルミニウム等を、スパッタ
リング法、真空蒸着法により成膜することにより形成される。
【００７９】
　（１０）封止層形成工程
　次に、図７（ｄ）に示すように、対向電極２０上に、封止層２１を形成する（図８のス
テップＳ１０）。封止層２１は、ＳｉＯＮ、ＳｉＮ等を、スパッタリング法、ＣＶＤ法な
どにより成膜することにより形成することができる。
　これにより、有機ＥＬパネル１０が完成する。
【００８０】
　なお、上記の製造方法は、あくまで例示であり、趣旨に応じて適宜変更可能である。
　４．有機ＥＬ素子の評価実験
　上記実施の形態により形成された有機ＥＬ素子２の発光効率の良好性を示す指標である
有機発光層１７と対向電極２０間の透過率および駆動電圧について評価実験を行った。
　（１）透過率に関する評価実験
　図９は、上記有機ＥＬ素子２における画素電極（陽極）１３の対向電極（陰極）２０ま
での積層構造を模式的に示す図である。同図に示すように有機ＥＬ素子２（実施品）では
、ガラス基板上にＡｌ合金を蒸着して画素電極（陽極）１３とし、正孔注入層１５、正孔
輸送層１６、有機発光層１７、機能層１８、ＩＺＯ膜１９、対向電極（陽極）２０を順に
積層している。
【００８１】
　機能層１８は、上述のように、まず、有機発光層１７上にＮａＦとＹｂを共蒸着してＮ
ａＦとＹｂの混合物からなる層（以下、「ＮａＦ：Ｙｂ層」と表記）を形成し、その上に
ＩＺＯ膜１９をスパッタリング法により形成する。その際にＮａＦ：Ｙｂ層におけるＹｂ
の一部がその主面と平行な層状に酸化されていると推察される。
　具体的に、本実施の形態に係る有機ＥＬ素子２の透過率を評価するための実施品のサン
プルとして、ガラス基板上に機能層１８とＩＺＯ膜１９を形成したものを用いた（Ｈ１４
）。発光効率を評価するためには、この２層を合わせた透過率が一番貢献するからである
。
【００８２】
　なお、本実験においては、ＮａＦとＹｂの合計の重量に対するＹｂの重量の割合（ｗｔ
％）は、８０ｗｔ％に設定している。また、機能層１８の厚みは、１５ｎｍである。
　そして、比較実験をするための、次の３つの比較品を作成した。
　第１比較品として、上記実施品のうち、機能層１８をＮａＦのみで、膜厚１５ｎｍに形
成したものを作成した（Ｈ１１）。
【００８３】
　第２比較品として、上記実施品のうち、機能層１８をＹｂのみで膜厚１５ｎｍに形成し
たものを作成した（Ｈ１２）。
　第３比較品として、上記実施品のうち、機能層１８を２層構造とし、有機発光層１７側
の第１層をＮａＦのみで形成し、その上の第２層をＹｂのみで形成した（以下、「ＮａＦ
／Ｙｂ層」と表記）ものを作成した。第１層と第２層の膜厚の合計は、１５ｎｍであり、
２層のうちＹｂの量が、本実施品と同じ８０ｗｔ％となるように第１層と第２層の膜厚を
設定した。
【００８４】
　いずれも、ＩＺＯ膜の膜厚は、５ｎｍに統一した。
　透過率の測定は島津製作所製可視・近赤外分光光度計SolidSpec3700を用いて測定を行
った。まず、ガラス基板のみの透過率を測定し、それをベースラインとしてガラス基板上
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に機能層を製膜したサンプルを測定することで透過率の算出を行った。
　透過率の実験は、実験対象品の下方に可視光の照明装置を配すると共に、上方には照度
センサーを配置し、各実験対象品に対する照度センサーによる検出値を、ガラス基板のみ
の照度センサーの検出値を基準値とした場合の相対値で求めた。
【００８５】
　図１０は、透過率実験の評価を示すグラフであり、縦軸は、上記基準値に対する相対値
を示している。
　同グラフに示すように、本実施品（Ｈ１４）が一番透過率に優れ、第１比較品（Ｈ１１
）がそれよりわずかに低く、第２比較品（Ｈ１２）、第３比較品（Ｈ１３）にいたっては
、かなり低い透過率になっている。
【００８６】
　第１比較品の透過率が高いのは、ＮａＦ自体の光透明性が高いことによる。第２比較品
の透過率が低いのは、Ｙｂの光透過性が低いことによる。第３比較品の透過率が第２比較
品の透過率よりやや改善されているのは、ＮａＦの層が含まれていることによる。
　しかし、同じＮａＦとＹｂが含まれていながら、共蒸着した実施品（Ｈ１４）の透過率
が、第３比較品に比べて格段に優れているのは、次のような理由によるものと解される。
【００８７】
　すなわち、Ｙｂなどの希土類金属は、酸化すると透明性が向上するという特性を有する
。その一方で希土類金属単体を酸化させても希土類金属単体の表面のみに酸化物（不動態
）が形成され、希土類金属の表面に緻密に形成された酸化物によりブロックされて、それ
以上内層のＹｂ原子を酸化するまでは至らない。したがって、第２比較品、第３比較品に
おいては、Ｙｂ層の表面に酸化膜が形成されるだけで、内部まで、酸素が浸透せず深い層
まで酸化できないため、透過率の改善はあまり望めない。
【００８８】
　ところが、本実施品（Ｈ１４）では、ＮａＦとＹｂが共蒸着され、Ｙｂ原子とＮａＦ分
子が、混合物として互いに分散されて存在するため、Ｙｂ原子（もしくはＹｂのクラスタ
ー）同士に隙間が存在する。ここにＩＺＯをスパッタリングすると、表面にあるＹｂ原子
を酸化するだけでなく、Ｙｂ原子同士の隙間からＩＺＯが浸入して内部のＹｂ原子を次々
に酸化していくことができる。これにより膜厚方向においてかなり深くにあるＹｂ原子ま
で酸化をすることができ、それだけ透過率が格段に向上することになる。
【００８９】
　もともとＮａＦ自体は、透過率が高く（Ｈ１１参照）、Ｙｂの酸化物はさらに透過率が
高いので、本実施品（Ｈ１４）に示すように第１比較品（Ｈ１１）を抜き、透過率が一番
高くなったものと解される。
　（２）駆動電圧に関する評価実験
　次に、駆動電圧に係る評価実験を行った。
【００９０】
　本実施品（Ｈ２４）として、図９の積層構造のうち、正孔輸送層１６を省略したものを
形成し、機能層１８は、Ｙｂが８０ｗｔ％のＮａＦ：Ｙｂ層であって膜厚を１５ｎｍに設
定している。
　比較例として、次の構成の有機ＥＬ素子を作成した。
　第１比較品（Ｈ２１）は、上記本実施品において機能層１８をＮａＦのみで膜厚１５ｎ
ｍで形成したものである。
【００９１】
　第２比較品（Ｈ２２）は、上記本実施品において機能層１８をＹｂのみで膜厚１５ｎｍ
で形成したものである。
　第３比較品（Ｈ２３）は、上記本実施品において機能層１８を２層構造とし、有機発光
層１７側の第１層をＮａＦのみで形成し、第２層をＹｂのみで形成した。第１層と第２層
の膜厚の合計は、１５ｎｍであり、２層全体に対してＹｂの量が、本実施品と同じ８０ｗ
ｔ％となるように第１層と第２層の各膜厚を設定した。
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【００９２】
　その他の、条件は、全て、本実施品と同じである。
　図１１は、比較例と実施例との駆動電圧の実験結果を示すグラフである。各実験対象品
の陽極と陰極に一定電流値を印加した時の電圧値を測定した。
　同図のグラフに示すように、第１比較品（Ｈ２１）から第３比較品（Ｈ２３）と順に駆
動電圧が低下し、本実施品（Ｈ２４）は、第３比較品（Ｈ２３）とほぼ同じ低い駆動電圧
となっている。
【００９３】
　このような結果になったのは、機能層１８が、ＮａＦ単体（Ｈ２１）では、ＮａＦが解
離されず絶縁層のままで存在し、陰極と有機発光層とのエネルギー障壁を十分解消できず
電子注入性が低いためであり、また、機能層１８がＹｂ単体の場合は、ＹｂがＮａＦより
も電子注入性が高いので、駆動電圧がやや低下している。さらに、ＮａＦ／Ｙｂ並びにＮ
ａＦ：Ｙｂは、ＮａＦとＹｂでエネルギー障壁を順次小さくして、電子注入性・電子輸送
性を向上させることができ、同程度に低い駆動電圧となったと考えることができる。
【００９４】
　既述のように、発光効率の評価基準として透過率が高く、駆動電圧の低いことが重要で
あるので、図１０、図１１に示す実験結果により本実施品による発光効率の向上の効果が
得られることが検証された。
　５．機能層におけるＮａＦ：Ｙｂの共蒸着比
　上述のように機能層をＮａＦ：Ｙｂの共蒸着で形成すると共に、その上層にＩＺＯ膜を
形成することにより、特許文献１で開示している構成に対して、次のような優れた効果を
得ることができる。
【００９５】
　（ア）本開示によれば、ウエットプロセスにより有機発光層等を形成して生産コストを
低減しつつ、ＮａＦが、アルカリ金属類のフッ化物であって、水分のブロック性と光透過
性に優れており、かつ、還元性を有するＹｂと共蒸着させることにより、ＮａＦの一部が
Ｎａに解離し、電子輸送性を有するので、長寿命化、高発光効率を得ることが可能である
。
【００９６】
　（イ）また、特許文献１のように中間層（ＮａＦ）の上層に有機材料中にアルカリ金属
類をドープした有機材料を積層する場合にはアルカリ金属類のみを積層する場合よりも還
元性が低下する為に、中間層の膜厚を大きくすると、駆動電圧の増加が一層大きくなり、
発光効率の向上の目的が十分達成できないことがある。しかし、本開示に係る構成によれ
ば、同一の機能層の中にＮａＦとＹｂが共蒸着によって混在しているため、ある程度厚み
を大きくしても電子輸送性が低下しにくく、光共振器構造における光学的距離の調整層と
しての役割を果たすことができる。これにより他に特別な膜厚調整層を設ける必要性がな
くなるので、特許文献１の場合よりも製造プロセスが簡易化され、生産コストを低減しつ
つ、光共振器構造を構築して発光効率の向上化を図ることが可能となる。
【００９７】
　次に、機能層１８のＮａＦ：Ｙｂ層におけるＮａＦとＹｂの総量に対するＹｂの重量の
割合（ｗｔ％：以下、単に「共蒸着比」という。）をどのような範囲内にすれば、さらに
よい発光効率が得られるかについて考察する。
　上述のように、機能層１８におけるＹｂの酸化物の層の厚みを大きくするためには、Ｙ
ｂの原子（もしくはクラスター）間にＮａＦが散在しており、ＩＺＯのスパッタ時にこの
部分からＩＺＯ、特に酸素原子Ｏが機能層１８の内部まで浸入する必要があると考えられ
る。
【００９８】
　図１２は、ＮａＦ：Ｙｂの共蒸着比と、透過率及び駆動電圧との関係を示すグラフであ
る。
　横軸は、共蒸着比をＹｂの重量％（ｗｔ％）で示している。左側の縦軸は、可視領域の
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光線の透過率であって、ガラスの透過率を「１」とした場合の相対値で示しており、右側
の縦軸は、一定電流値を印加した時の駆動電圧の大きさを示す。
【００９９】
　同グラフにおいて、実線（Ｈ３１）は、透過率の変化を示すグラフであり、破線（Ｈ３
２）は駆動電圧の変化を示すグラフである。
　なお、透過率の実験は、図１３（ａ）の模式図に示すように、ガラス基板上にＮａＦ：
Ｙｂ層を所定の共蒸着比で膜厚１５ｎｍに形成し、その上にＩＺＯ膜を５０ｎｍで形成し
たものを評価構造とした。
【０１００】
　また、駆動電圧の実験は、図１３（ｂ）の模式図に示すように、ガラス基板上に、Ａｌ
を蒸着してなるアノード（５０ｎｍ）、正孔注入層（３５ｎｍ）、正孔輸送層（２０ｎｍ
）、有機発光層（５０ｎｍ）を積層した上に、ＮａＦ：Ｙｂ層を所定の共蒸着比で膜厚１
５ｎｍに形成し、その上にＩＺＯ膜を５０ｎｍで形成し、さらにカソードとしてＡｇを８
０ｎｍの膜厚で蒸着して形成したものを評価構造とした。
【０１０１】
　まず、透過率を見ると、実線Ｈ３１に示すように、共蒸着比が９０ｗｔ％までは、０．
７４以上の透過率を維持するが、共蒸着比が９０％を超えると、透過率が急激に悪化する
ことが分かる。
　一方、駆動電圧を見ると、破線Ｈ３２に示すように、共蒸着比が７３ｗｔ％を超えると
、急激に低下し、１００ｗｔ％に至るまで（１００ｗｔ％未満）は、駆動電圧に抑えるこ
とができるのが分かる。なお、共蒸着が１００％になると、図１１で説明した第２比較品
（Ｈ２２）と同じに結果となり駆動電圧が上昇するが、わずかでもＮａＦが残っていれば
、駆動電圧の低減の効果を得られるので、共蒸着比は、７３ｗｔ％より大きく１００ｗｔ
％未満であることが望ましい。
【０１０２】
　図１４は、上記の透過率と駆動電圧の実験結果から、発光効率を総合評価したグラフで
ある。
　同グラフにおいて、横軸は、機能層１８（膜厚１５ｎｍ）のＮａＦ：Ｙｂの共蒸着比を
示し、縦軸は、共蒸着比が０ｗｔ％の発光効率（Ｅ0）と、共蒸着比がＸｗｔ％のときの
発光効率（ＥX）の差分ΔＥｘ（＝Ｅx－Ｅ0）を、発光効率が最大となるときのΔＥ80を
「１」とした場合の相対値で示している。
【０１０３】
　同グラフに示すように、共蒸着比が７３ｗｔ％を超えて１００ｗｔ％未満の範囲におい
て、他の共蒸着比の場合よりも発光効率が増加しているのが分かる。さらに、共蒸着比が
７５ｗｔ％以上９５ｗｔ％以下の範囲においては、発光効率の相対値が、０．５を超えて
おり、より望ましい結果となった。
　６．機能層の膜厚と発光効率との関係
　図１５は、機能層（ＮａＦ：Ｙｂ層）１８の膜厚と、透過率、駆動電圧との関係を示す
グラフである。
【０１０４】
　なお、透過率の評価に使用した構造は、図１３（ａ）と同じであり、ＮａＦ：Ｙｂ層の
共蒸着比を８０％に固定し、その膜厚のみを変化させた。
　また、駆動電圧の評価に使用した構造は、図１３（ｂ）と同じであり、ＮａＦ：Ｙｂ層
の共蒸着比を８０％に固定し、その膜厚のみを変化させた。
　図１５のグラフにおいて、横軸は、ＮａＦ：Ｙｂ層の膜厚を示している。左側の縦軸は
、ガラスの透過率を１とした場合の透過率を相対値で示し、右側の縦軸は、駆動電圧の大
きさを示す。
【０１０５】
　実線Ｈ４１は、透過率の変化を示すグラフであり、破線Ｈ４２は駆動電圧の変化を示す
グラフである。
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　ＮａＦ：Ｙｂ層が１０ｎｍのとき、透過率（Ｈ４１）が、予め測定しておいたＮａＦ：
Ｙｂ層の共蒸着比０％のときと同じ値（相対比０．７７０）になり、それより、ＮａＦ：
Ｙｂ層が薄くなると、Ｙｂの酸化物の絶対量も少なくなって、透過率が低下する。
【０１０６】
　また、ＮａＦ：Ｙｂ層が１０ｎｍのとき、駆動電圧（Ｈ４２）が、予め測定しておいた
ＮａＦ：Ｙｂ層の共蒸着比１００％のときと同じ値（８Ｖ）になり、それより、ＮａＦ：
Ｙｂ層が薄くなると、同じくＹｂの酸化物の絶対量も少なくなって、駆動電圧が上昇して
しまうと考えられる。
　また、ＮａＦ：Ｙｂ層が、２０ｎｍを超えると、透過率（Ｈ４１）の減少率が、駆動電
圧（Ｈ４２）の減少率よりも大きくなり、発光効率としては低下してしまうので、共蒸着
比が８０ｗｔ％のときのＮａＦ：Ｙｂ層の膜厚は、１０ｎｍ以上、２０ｎｍ以下が望まし
い。
【０１０７】
　なお、共蒸着比を７３ｗｔ％を少し超えた値（具体的には、７４ｗｔ％）と、１００ｗ
ｔ％少し小さい値（具体的には９９ｗｔ％）についても同様な実験を行っても、ＮａＦ：
Ｙｂ層の膜厚が、少なくとも１０ｎｍ以上、２０ｎｍ以下の範囲内においては、他の膜厚
のときよりも発光効率が改善されることが分かった。これにより、共蒸着比が、７３ｗｔ
％を超え、１００ｗｔ％未満の範囲においては、機能層１８の膜厚が１０ｎｍ以上、２０
ｎｍ以下が望ましいと言える。
【０１０８】
　７．効果のまとめ
　以上のように、有機発光層の上に、ＮａＦとＹｂを共蒸着して機能層を形成し、その上
にＩＺＯ膜を形成すれば、発光効率のさらなる向上が望め、長寿命化も可能となる。
　この際、Ｙｂの共蒸着比は、７３ｗｔ％を超えて１００ｗｔ％未満とすることが望まし
く、また、機能層の膜厚は、１０ｎｍ以上、２０ｎｍ未満とすることが望ましい。
【０１０９】
　これによって、さらに発光効率を改善させることができる。
　なお、このような効果を得られるのは、機能層の各成分が次のような物性を有すること
によるものと解される。
　（１）ＮａＦが、アルカリ金属類のフッ化物であって、水分のブロック性と光透過性に
優れており、かつ、還元性を有するＹｂと共蒸着させることにより、ＮａＦの一部がＮａ
に解離し、電子輸送性を有すること。
【０１１０】
　（２）Ｙｂが希土類金属であって、低仕事関数の金属であると共に、アルカリ金属類に
比して活性が小さいため、水分との反応性が低く劣化しにくい。また、ＩＺＯ膜の成膜時
に生成されたＹｂの酸化物も仕事関数が低く、アルカリ金属のフッ化物と同等かそれ以上
の光透明性を有する。
　したがって、ＮａＦの代わりに他のアルカリ金属フッ化物を使用し、Ｙｂの代わりに他
の適当な希土類金属を使用しても上記実施の形態と同様な効果を得ることが可能である。
【０１１１】
　なお、ＩＺＯ膜も他の無機酸化物を含む透明導電膜、例えば、ＩＴＯ膜により代替され
てもよい。その形成過程において、機能層における希土類金属を酸化させるという点にお
いては作用効果が同じであるからである。
　≪変形例≫
　以上、本発明の一態様として、有機ＥＬ素子、及び有機ＥＬパネル、及び有機ＥＬ素子
の製造方法などの実施の形態について説明したが、本発明は、その本質的な特徴的構成要
素を除き、以上の説明に何ら限定を受けるものではない。以下では、本発明の他の態様を
説明する。
【０１１２】
　（１）光共振器構造
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　発光効率をさらに向上するためには、光共振器構造を採用することが望ましい。
　ＩＺＯ膜の透明性が高いので、その膜厚を他の層より比較的大きく取れ、光共振器構造
における光路長の調整に利用することができる。
　図１６は、本変形例に係る有機ＥＬ素子２の光共振器構造における光の干渉を説明する
図である。
【０１１３】
　光共振器構造は、画素電極１３の正孔注入層１５との界面と、対向電極２０のＩＺＯ膜
１９との界面との間に構成される。
　図１６には、有機発光層１７から出射される光の主な光路を示している。光路Ｃ１は、
有機発光層１７から対向電極２０側に出射された光が、反射されることなく対向電極２０
を直接透過する光路である。
【０１１４】
　光路Ｃ２は、有機発光層１７から画素電極１３側に出射された光が、画素電極１３で反
射され、有機発光層１７を経由して対向電極２０を透過する光路である。
　対向電極２０は、下方からくる光を一部反射するような半透過性を有することが望まし
い。このような対向電極２０は、例えば、対向電極２０をＡｇまたはＡｌ、それらの合金
など、蒸着法で５ｎｍ～５０ｎｍ程度の膜厚で形成することにより達成できる。
【０１１５】
　光路Ｃ３は、有機発光層１７から対向電極２０側に出射された光が、対向電極２０で反
射され、さらに画素電極１３で反射され、有機発光層１７を介して対向電極２０を透過す
る光路である。
　光路Ｃ１と光路Ｃ２の光学距離の差（光路差）ΔＣ１は、図１６に示す光学膜厚Ｌ１の
２倍の長さに対応する。光学膜厚Ｌ１は、有機発光層１７から画素電極１３の正孔注入層
１５との界面までの、正孔注入層１５と正孔輸送層１６の合計の光学距離（各層における
膜厚と屈折率との積の合計値）である。
【０１１６】
　また、光路Ｃ２と光路Ｃ３との光距差ΔＣ２は、図１６に示す光学膜厚Ｌ２の２倍の長
さに対応する。光学膜厚Ｌ２は、有機発光層１７から対向電極２０のＩＺＯ膜１９との界
面までの、機能層１８、ＩＺＯ膜１９の光学距離（各層における膜厚と屈折率との積の合
計値）である。
　光共振器構造では、各光路Ｃ１、光路Ｃ２、光路Ｃ３を経た光が、同位相で有機ＥＬ素
子２から射出されるように調整する必要がある。そのため、図１６で発光される光の目標
波長をλとすると、光路Ｃ２では、１回反射して半波長だけずれているので、
　　　光路差ΔＣ１＝λの整数倍＋λ／２　であるのが望ましい。
【０１１７】
　このように、正孔注入層１５、正孔輸送層１６、有機発光層１７の膜厚などのいずれか
１つ、または２つ値が設定されている。
　また、光路Ｃ３を経た光が、同位相で有機ＥＬ素子２から射出されるように調整する必
要があるが、そのためには、光路Ｃ３では、２回反射しているので、この場合には、
　　　　　光路差ΔＣ２＝λの整数倍　であるのが望ましい。
【０１１８】
　また、上記光路差ΔＣ１は、正孔注入層１５または正孔輸送層１６の厚みおよびそれら
の屈折率により決定されるが、光路差ΔＣ２については、ＩＺＯ膜１９の膜厚と屈折率に
よって調整されるが望ましい。上述の通りＩＺＯ膜１９は透明性が高いので、当該薄膜の
膜厚の多少の相違があっても、影響は少ないからである。
　各発光色の波長が異なるので、その波長にあわせて、上記光路差ΔＣ１、ΔＣ２を設定
すべく、正孔注入層１５、正孔輸送層１６、有機発光層１７の膜厚およびＩＺＯ膜１９の
膜厚が決定される。
【０１１９】
　なお、実際には、さらに多く回数の反射を得て対向電極２０から射出される高次の反射
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光の光路Ｃ４、Ｃ５、・・・も存在し得るが、光共振器の原理は上記とまったく同じなの
で、これ以上の説明を省略する。
　発光色ごとに、ＩＺＯ膜１９の膜厚を変更するためには、例えば、Ｒ、Ｇ、Ｂのうち１
種類の発光色の副画素に対応する部分が開口したスパッタリング用のマスクを用意し、当
該マスクの開口をＲ，Ｇ，Ｂの副画素の位置に順次ずらせていき、それぞれの位置でのＩ
ＺＯのスパッタリング時間を調整することにより実現できる。
【０１２０】
　（２）タンデム型の有機ＥＬ素子について
　有機発光層を、低分子有機材料などで形成するような場合には、より発光効率を改善す
るため、陽極と陰極との間に、２つ以上の有機発光層を形成し、その各有機発光層間に電
荷発生層を形成してなる、いわゆるタンデム型の有機ＥＬ素子が提案されている。本発明
は、このようなタンデム型有機ＥＬ素子に対しても適用可能である。
【０１２１】
　図１７は、このようなタンデム型有機ＥＬ素子５００の構成を模式的に示す図であり、
各層におけるエネルギー準位の関係を示すため、便宜上、有機ＥＬ素子５００の積層構造
を水平方向に並べて図示している。
　同図に示すように、有機ＥＬ素子５００は、左から順に、不図示の基板に形成されたア
ノード（陽極）５１０、正孔注入層５１１、正孔輸送層５１２、第１有機発光層５１３、
電子輸送層（機能層）５１４、電荷発生層５１５、正孔注入層５１６、正孔輸送層５１７
、第２有機発光層５１８、電子輸送層５１９、陰極５２０の順に積層されてなる。
【０１２２】
　中間にある電荷発生層５１５は、本例では、無機のＰ型酸化物としてＭｏＯ3で形成さ
れ、正孔注入層５１６には、正孔を供給し、電子輸送層５１４には電子を供給する機能を
有する。
　機能層としての電子輸送層５１４は、ＮａＦとＹｂを例えば、Ｙｂ８０ｗｔ％で共蒸着
してなり、この上に電荷発生層５１５をスパッタリング法で形成する際に一部のＹｂが酸
化される。
【０１２３】
　したがって、この場合にも、上記実施の形態における機能層１８と同様、電子輸送層５
１４の光透過率と電子注入性が向上し、発光効率がよりよくでき、また長寿命化を図れる
という効果が得られる。
　（３）機能層前駆体の製法の別の態様
　上記実施の形態では、機能層前駆体を、ＮａＦとＹｂを所定の比で共蒸着して形成した
が、必ずしも共蒸着による製法に限定されず、例えば、ＮａＦとＹｂの微粒子を有機溶媒
中に均等に分散させて、スピンコート法などにより塗布して乾燥させる方法でも構わない
。
【０１２４】
　（４）ＮａＦ以外の物質とＹｂとの共蒸着
　（４－１）上記実施の形態では、機能層１８を、ＮａＦとＹｂを所定の比で共蒸着して
形成することによって、ＮａＦとＹｂの粒子をほぼ均等に分散させ、機能層１８上にＩＺ
Ｏ膜１９をスパッタリングで形成する際に、Ｙｂ粒子同士の隙間を介してＩＺＯが内部ま
で浸入し、比較的厚いＹｂの酸化物の層を形成して、高い透過率を得ることができた。
【０１２５】
　この原理からすれば、ＮａＦ以外の物質、例えば透過率の高い有機物とＹｂを共蒸着さ
せても、同様な効果が得られると解される。
　図１８は、ＮａＦとＹｂの共蒸着した場合（Ｈ５１）と、有機物とＹｂを共蒸着した場
合（Ｈ５２）の共蒸着比と透過率との関係を示すグラフである。
　なお、評価構造は、Ｈ５１については、図１３（ａ）と同様であり（ＮａＦ：Ｙｂ層[
１５ｎｍ]、ＩＺＯ膜[５ｎｍ]）、Ｈ５２については、ＮａＦ：Ｙｂ層の代わりに、有機
物：Ｙｂ層[１５ｎｍ]を形成した。共蒸着する有機物として、透光性と電子輸送性を有す
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る公知の有機材料を用いることにより、機能層１８の電子注入性・輸送性をより向上させ
ることができる。本例では、この有機材料の一例として、フェナンスロリン誘導体（ＢＣ
Ｐ）を用いた。もちろん、このような有機物と共蒸着させる希土類金属については、還元
性は不要である。
【０１２６】
　図１８のＨ５２に示すように、有機物とＹｂを共蒸着した場合でもに、共蒸着比が９５
ｗｔ％程度までは、良好な透過率を有していることが検証された。
　なお、機能層１８を有機物とＹｂの共蒸着で形成する場合には、有機発光層１７と機能
層１８との間に、防水性のためＮａＦ層を形成することが望ましい。
　（４－２）さらには、ＩＺＯとＹｂを共蒸着して、ＩＺＯ：Ｙｂ層を機能層として用い
ることも可能である。この場合には、ＩＺＯとＹｂの共蒸着の段階で、一部のＹｂが酸化
されるので、機能層１８上にさらにＩＺＯ膜を形成する必要はないと解される。
【０１２７】
　（５）有機ＥＬ素子の積層構造の変形例
　上記実施の形態では、有機ＥＬ素子の積層構成として、機能層１８やＩＺＯ膜１９、正
孔注入層１５や正孔輸送層１６を有する構成であるとしたが、これに限られない。例えば
、正孔輸送層１６を有しない有機ＥＬ素子であってもよい。また、例えば、正孔注入層１
５と正孔輸送層１６とに替えて、単一層の正孔注入輸送層を有していてもよい。
【０１２８】
　また、機能層１８上のＩＺＯ膜１９と対向電極２０との間に別の電子輸送層を設けるよ
うにしても構わない。この場合の電子輸送層に用いられる材料としては、例えば、オキサ
ジアゾール誘導体（ＯＸＤ）、トリアゾール誘導体（ＴＡＺ）、フェナンスロリン誘導体
（ＢＣＰ、Ｂｐｈｅｎ）などのπ電子系低分子有機材料が挙げられる。これにより電子注
入輸送性をさらに向上させることができる。
【０１２９】
　（６）また、２次以上の高次の光共振器構造を特に考慮する必要がなければ、ＩＺＯ膜
１９も必ずしも必須ではない。機能層１８に共蒸着されたＹｂを酸化する方法は、他にも
あり得るからである。例えば、高圧の酸素雰囲気下に所定時間放置することが考えられる
。
　なお、Ｙｂの酸化物を含む層の深さは、発光効率の向上に寄与するために、少なくとも
機能層１８の膜厚の５０％以上あることが望ましい。
【０１３０】
　（７）隔壁・画素規制層の形成工程の変形例
　上記実施の形態では、隔壁１４と画素規制層１４１を別の工程で形成するようにしたが
、ハーフトーンマスクを用いて、隔壁１４と画素規制層１４１を同時に形成するようにし
てもよい。
　まず、画素電極１３、正孔注入層１５が形成された層間絶縁層１２上に、ダイコート法
などのウエットプロセスにより、樹脂材料を塗布して隔壁材料層１４０（図５（ｃ）参照
）を形成する。
【０１３１】
　塗布後には、例えば、真空乾燥及び６０℃～１２０℃程度の低温加熱乾燥（プリベーク
）などを行って不要な溶媒を除去するとともに、隔壁材料層を層間絶縁層１２に定着させ
ることが好ましい。
　次に、フォトマスク（不図示）を介して隔壁材料層１４０を露光する。
　例えば、隔壁材料層１４０がポジ型の感光性を有する場合は、隔壁材料層１４０を残す
箇所を遮光し、除去する部分を露光する。
【０１３２】
　画素規制層１４１は、隔壁１４よりも膜厚が小さいので、画素規制層１４１の部分は、
隔壁材料層１４０を半露光する必要がある。
　そのため、露光工程で使用されるフォトマスクとして、隔壁１４に対応する位置に配さ
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れ光を完全に遮断する遮光部と、画素規制層１４１に対応する位置に配された半透明部と
、それ以外の画素電極１３の露出部分に対応する位置に配された透光部とを有するハーフ
トーンマスクを使用する。
【０１３３】
　上記半透明部の透光度は、所定時間露光したときに、画素電極１３上の隔壁材料層１４
０が全露光され、画素規制層１４１は、その高さ分だけ露光されないで残るように決定さ
れる。
　次に、現像を行い、隔壁材料層１４０の露光領域を除去することにより、隔壁１４と、
これよりも膜厚の小さな画素規制層１４１を形成することができる。具体的な現像方法と
しては、例えば、基板１１全体を、隔壁材料層１４０の露光により感光した部分を溶解さ
せる有機溶媒やアルカリ液などの現像液に浸した後、純水などのリンス液で基板１１を洗
浄すればよい。その後、所定の温度で焼成する。
【０１３４】
　以上のようにハーフトーンマスクの使用により、層間絶縁層１２上に、Ｙ方向に延伸す
る隔壁１４およびＸ方向に延伸する画素規制層１４１を同一の工程で形成することができ
、その分だけ工程数を減らすことができるので、有機ＥＬパネル製造のコストダウンに資
する。
　（８）上記実施の形態に係る有機ＥＬパネル１０では、図２に示すように、画素規制層
１４１の延伸方向が有機ＥＬパネル１０の長軸Ｘ方向、隔壁１４の延伸方向が有機ＥＬパ
ネル１０の短軸Ｙ方向であったが、画素規制層１４１と隔壁１４の延伸方向は、逆であっ
てもよい。また、画素絶縁層及び隔壁の延伸方向は、有機ＥＬパネル１０の形状とは無関
係な方向であってもよい。
【０１３５】
　また、上記実施の形態に係る有機ＥＬパネル１０では、一例として画像表示面を長方形
状としたが、画像表示面の形状に限定はなく、適宜変更可能である。
　また、上記実施の形態に係る有機ＥＬパネル１０では、画素電極１３を長方形平板状の
部材としたが、これに限られない。
　さらに、上記実施の形態においてはラインバンク方式の有機ＥＬパネルについて説明し
たが、一つの副画素ごとにその四方を隔壁で囲むようにした、いわゆるピクセルバンク方
式の有機ＥＬパネルであっても構わない。
【０１３６】
　（９）上記実施の形態に係る有機ＥＬパネル１０では、Ｒ、Ｇ、Ｂ色にそれぞれ発光す
る副画素１００Ｒ、１００Ｇ、１００Ｂが配列されていたが、副画素の発光色はこれに限
られず、例えば、Ｒ、Ｇ、Ｂに加えて黄色（Ｙ）の４色であってもよい。また、一つの画
素Ｐにおいて、副画素は１色あたり１個に限られず、複数配置されてもよい。また、画素
Ｐにおける副画素の配列は、図２に示すような、赤色、緑色、青色の順番に限られず、こ
れらを入れ替えた順番であってもよい。
【０１３７】
　（１０）また、上記実施の形態に係る有機ＥＬパネル１０は、アクティブマトリクス方
式を採用したが、これに限られず、パッシブマトリクス方式を採用してもよい。また、ト
ップエミッション型の有機ＥＬ表示パネルだけでなくボトルエミッション型の有機ＥＬ表
示パネルにも適用可能である。
　（１１）上記実施の形態で示した有機ＥＬパネルは、図１９に示すようにテレビ装置４
００の表示部４０１や、その他パーソナルコンピュータ、形態端末、業務用ディスプレイ
など様々な電子機器の表示パネルとして用いることができる。
≪補足≫
　以上、本開示に係る有機ＥＬ素子およびその製造方法並びに有機ＥＬパネル、有機ＥＬ
表示装置、電子機器について、実施の形態および変形例に基づいて説明したが、本発明は
、上記の実施の形態および変形例に限定されるものではない。上記実施の形態および変形
例に対して当業者が思いつく各種変形を施して得られる形態や、本発明の趣旨を逸脱しな
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実現される形態も本発明に含まれる。
【産業上の利用可能性】
【０１３８】
　本開示に係る有機ＥＬ素子は、様々な電子機器に用いられる表示パネルに広く利用する
ことができる。
【符号の説明】
【０１３９】
　　　　１　　有機ＥＬ表示装置
　　　　２　　有機ＥＬ素子
　　　１０　　有機ＥＬパネル
　　　１１　　基板
　　　１２　　層間絶縁層
　　　１３　　画素電極
　　　１４　　隔壁
　　　１５　　正孔注入層
　　　１６　　正孔輸送層
　　　１７　　有機発光層
　　　１８　　機能層
　　　１９　　ＩＺＯ膜
　　　２０　　対向電極
　　　２１　　封止層
　　１００Ｂ、１００Ｇ、１００Ｒ　副画素
　　１１１　　基材
　　１１２　　ＴＦＴ層
　　１４０　　隔壁材料層
　　１４１　　画素規制層
　　４０１　　テレビ装置
　　５００　　タンデム型有機ＥＬ素子
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